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上越市におかれましては、商工業の振興、地域経済の活性化に向けた様々

な事業を展開いただいておりますことに御礼申し上げます。 

さて、本年５月の新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、社会経済

活動の正常化が進む一方、市内の中小・小規模事業者は、エネルギー・原材

料価格の高騰や賃上げなどによる収益の悪化、深刻化する人手不足など、 

依然厳しい経営状況にあります。 

こうした厳しい経営環境下において、市内の中小・小規模事業者は、事業

継続にあたって、価格転嫁や人材確保、事業承継など、多くの経営課題に  

直面しているほか、コロナ禍により変容した社会環境への対応に加え、デジ

タル化や脱炭素化など、様々な取組が求められています。 

つきましては、こうした状況を踏まえ、上越市の持続的発展のため、   

地域経済と雇用を支える中小・小規模事業者に対する支援及び地域活性化に

資する施策を講じていただきたく、特段のご配慮を賜りますようお願い  

申し上げます。 

記 

１．中小・小規模事業者の事業継続並びに経営革新に向けた支援 

 

２．人材確保に向けた支援策の拡充と若者の地元定着の促進 

 

３．持続可能な地域社会を築くための取組の推進 

 

 

 



１．中小・小規模事業者の事業継続並びに経営革新に向けた支援 

 
（１）原材料・エネルギー価格など諸物価の高騰が続く中、中小・小規模事業者は、

コスト上昇に見合う価格転嫁が充分に行われているとは言えず、依然として  

厳しい経営環境にあります。 

このような状況下において、デジタル化による生産性の向上、脱炭素化など、  

社会環境の変化に対応した経営革新が求められております。 

経営者の前向きな取組みを後押しするためにも「中小企業者等イノベーション

推進補助金」の継続・拡充をお願いするとともに、多くの事業者が円滑に活用  

できるよう、申請手続きの簡略化、電子申請に不慣れな事業者へのサポートなど

配慮をお願いします。 

 

（２）小売業に加え、飲食、宿泊、観光、交通などサービス業では、回復への力強さ

を欠き、長引く物価高などもあり、商況が上向いていない状況にあります。 

これらの業種や地域商店街などの需要・消費喚起を図り、地域内の経済循環を 

促す「プレミアム付商品券発行事業」を支援するため、「地域商業活性化事業補助

金」の拡充並びに補助要件の緩和をお願いします。 

 

（３）市内経済の持続的発展を図るため、受注効果の裾野が広く、多様な業種に波及

効果が見込める「住宅リフォーム促進事業」の継続をお願いします。 

 

（４）「コロナ特別貸付制度（ゼロゼロ融資）」を活用している企業では、物価高騰や

人手不足などにより業況が回復しない中、元金返済据置の終了によって、更なる

資金繰りの悪化に直面する恐れがあります。 

こうした状況を受け、資金繰り改善のため、県制度融資等の利息の一部補填 

などの支援をお願いします。 

 

（５）創業は、新たな雇用の創出に加え、承継者不在の事業者の後継者にもなり得る

ことから、「上越市創業スタートアップ支援補助金」などの支援制度の継続を  

含め、当市での創業機運の醸成に係る取組の推進をお願いします。 

 

 

 

 

 

 



２．人材確保に向けた支援策の拡充と若者の地元定着の促進 
 

（１）少子高齢化の進展により、労働人口が減少する中、人手不足は業種・業態を  

問わず、多くの企業にとって喫緊の課題となっています。 

こうした状況の中、就職希望の市内高校生や市外に進学中の大学・専門学校生

の地元企業への就職促進には、思い切った施策が求められています。 

ついては、学卒者等の雇用促進に加え、進学者に対するつなぎとめ等、若者の

地元企業への就職が図られるよう、官民が連携した一層の取組の推進をお願い 

します。 

 

（２）ＵＩターンなどが更に促進されるよう、学生及び事業者に対するインターン 

シップや定住に係る支援の強化をお願いします。 

 

 

３．持続可能な地域社会を築くための取組の推進 

 
（１）温暖化対策の推進は、地域社会の持続的発展を図っていくうえで、重要な課題

であります。 

そのような中、本年１１月「脱炭素社会」の実現に向けて「上越市脱炭素経済 

ネットワーク」が発足しました。 

同ネットワークには当会議所も参画しておりますが、市の脱炭素施策の推進、

市内事業者の脱炭素経営の促進などが着実に進展していくよう、行政と産業界の

一層の連携・協力をお願いします。 

 

（２）持続可能な地域社会の構築には、他地域からの関心を高めるほか、繋がりを  

強めることにより、定住人口をはじめ、交流人口や関係人口など、当市への人の

流れを創出・拡大することも重要な課題であります。 

こうした動きを作り出すため、当市が持つ交通の要衝としての拠点性や歴史・

文化などを活かし、企業立地などによる働く場の創出のほか、観光振興や   

「ふるさと納税」などを通じ、当市の認知度向上、魅力発信の強化に継続して  

取り組まれるようお願いします。 

 

 

令和５年１２月２５日 
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